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1.  平成21年3月期第3四半期の連結業績（平成20年4月1日～平成20年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期第3四半期 23,946 ― 971 ― 844 ― △157 ―
20年3月期第3四半期 ― ― ― ― ― ― ― ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期純利

益
円 銭 円 銭

21年3月期第3四半期 △7.98 ―
20年3月期第3四半期 ― ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期第3四半期 33,100 13,333 33.6 565.11
20年3月期 ― ― ― ―

（参考） 自己資本   21年3月期第3四半期  11,115百万円 20年3月期  ―百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無   

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年3月期 ― ― ― ― ―
21年3月期 ― ― ― ――― ―――

21年3月期（予想） ――― ――― ――― 7.50 7.50

3.  平成21年3月期の連結業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 31,500 ― 1,440 ― 1,350 ― 100 ― 5.08

4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの） 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１.本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等
は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 
２.当社は平成20年10月１日設立のため、前連結会計年度に係る記載はしておりません。 
３.当第３四半期連結累計期間の連結財務諸表は、完全子会社となった川口金属工業株式会社の連結財務諸表を引き継ぎ、期首に設立したものとみなして作成しており
ます。  
４.当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第
14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

新規 ― 社 （社名 ） 除外 ― 社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期第3四半期  20,000,000株 20年3月期  ―株
② 期末自己株式数 21年3月期第3四半期  329,937株 20年3月期  ―株
③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 21年3月期第3四半期  19,670,705株 20年3月期第3四半期  ―株
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 第３四半期連結累計期間における経済状況につきましては、サブプライム問題による金融市場の混乱により米国経

済の減速傾向がみられるなか、我が国におきましても、企業業績の悪化等の影響により景気が後退局面に入ってきま

した。 

 このような状況下におきまして、当社グループでも、受注の低迷等の影響を受けました。 

 当社グループの業績は、売上高 百万円、経常利益 百万円、四半期純損失 百万円となりました。 

 事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

 素形材事業 

 民間設備投資が一巡し、自動車関連を中心に受注、売上は計画未達となりました。当事業の売上高は、8,766

百万円となりました。 

 土木建築機材事業 

 前年度から繰り越された物件が売上高に貢献し、橋梁関連の販売が好調に推移しました。当事業の売上高は、

10,557百万円となりました。 

 産業機械事業 

 建機関連は順調に推移しましたが、射出成型機は自動車向けの受注が減少し、売上が低迷いたしました。当事

業の売上高は、4,415百万円となりました。 

 不動産賃貸事業 

 売上高は、206百万円になりました。 

  

 期末における総資産は 百万円であり、主な内訳は受取手形及び売掛金11,084百万円、有形固定資産10,319百

万円であります。負債は 百万円であり、主な内訳は支払手形及び買掛金4,735百万円、短期借入金4,600百万円

であります。純資産は 百万円であり、主な内訳は利益剰余金9,597百万円であります。 

  

 通期の連結業績予想につきましては、変更はありません。  

  

該当事項はありません  

   

  

  

【定性的情報・財務諸表等】 

１．【連結経営成績に関する定性的情報】 

23,946 844 △157

２．【連結財政状態に関する定性的情報】 

33,100

19,767

13,333

３．【連結業績予想に関する定性的情報】 

４．【その他】 

（１）【期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）】 

（２）【簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用】 

１．棚卸資産の評価方法  当第３四半期連結累計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、第２

四半期連結累計期間末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法に

よっております。 

２．法人税等並びに繰延税金

資産の算定方法 

 法人税等の納付額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除を重要なもの

に限定する方法によっております。 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境

等、かつ一時差異の発生状況に著しい変化がないと認められる場合、前連結会計年度

において使用した将来の業績予測やタックスプランニングを利用する方法によってお

ります。 

３．一般債権の貸倒見積高の

算定方法  

 当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと

著しい変化がないと認められる場合、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸

倒見積高を算定する方法によっております。  

４．固定資産の減価償却費の

算定方法  

 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間

按分して算定する方法によっております。 
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（３）【四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更】 

①四半期会計基準の適用  

 当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指

針」を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。

②重要な資産の評価基準及び評価方法の変更 

たな卸資産 

 通常の販売目的で保有されているたな卸資産については、従来、原価法を採用しておりましたが、第1四半期

より「棚卸資産の評価に関する会計基準」が適用されたことに伴い、原価法（貸借対照表価額については収益性

の低下に基づく簿価の切下げの方法）により算定しております。 

 これにより、当第３四半期の売上総利益、営業利益、経常利益は36,019千円減少し、税金等調整前四半期純損

失は94,431千円増加しております。 

③連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用 

 第１四半期より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」を適用しておりま

す。これによる重要な影響はありません。 

④リース取引に関する会計基準 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ておりましたが、「リース取引に関する会計基準」及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」が平成20年

４月１日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用できるため、第１四半期からこれらの会

計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっております。 

 また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、リース期間を

耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。  

 なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。  

 これによる重要な影響はありません。 

 （追加情報） 

 有形固定資産の耐用年数の変更 

 国内連結子会社の機械装置については、改正前の法定耐用年数によっておりましたが、第１四半期より改正後

の法定耐用年数によっております。 

 この変更は、平成20年度の税制改正に伴い機械装置の法定耐用年数が変更されたためであります。 

 これによる影響額は軽微であります。  
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５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

資産の部  

流動資産  

現金及び預金 3,767,664

受取手形及び売掛金 11,084,603

有価証券 2,719

たな卸資産 5,885,715

未収入金 33,072

繰延税金資産 73,902

その他 186,881

貸倒引当金 △253,945

流動資産合計 20,780,613

固定資産  

有形固定資産  

建物及び構築物（純額） 3,370,893

機械装置及び運搬具（純額） 3,032,608

工具、器具及び備品（純額） 219,601

土地 3,669,343

建設仮勘定 26,610

有形固定資産合計 10,319,057

無形固定資産  

その他 214,177

無形固定資産合計 214,177

投資その他の資産  

投資有価証券 1,353,612

長期貸付金 5,063

繰延税金資産 221,958

その他 1,200,382

貸倒引当金 △993,952

投資その他の資産合計 1,787,063

固定資産合計 12,320,299

資産合計 33,100,912
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

負債の部  

流動負債  

支払手形及び買掛金 4,735,008

1年内償還予定の社債 172,800

短期借入金 4,600,000

1年内返済予定の長期借入金 3,426,765

未払費用 390,107

未払法人税等 106,902

未払消費税等 59,534

賞与引当金 59,239

役員賞与引当金 32,700

その他 474,458

流動負債合計 14,057,515

固定負債  

社債 1,277,200

長期借入金 2,784,272

退職給付引当金 818,367

役員退職慰労引当金 347,118

負ののれん 7,675

繰延税金負債 70,189

その他 405,493

固定負債合計 5,710,315

負債合計 19,767,830

純資産の部  

株主資本  

資本金 500,000

資本剰余金 688,042

利益剰余金 9,597,004

自己株式 △63,565

株主資本合計 10,721,481

評価・換算差額等  

その他有価証券評価差額金 179,787

繰延ヘッジ損益 △12,870

為替換算調整勘定 227,331

評価・換算差額等合計 394,248

少数株主持分 2,217,351

純資産合計 13,333,081

負債純資産合計 33,100,912
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（２）四半期連結損益計算書 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

売上高 23,946,261

売上原価 19,570,192

売上総利益 4,376,068

販売費及び一般管理費 3,404,647

営業利益 971,421

営業外収益  

受取利息 5,296

受取配当金 24,757

受取賃貸料 7,102

負ののれん償却額 2,558

その他 56,797

営業外収益合計 96,513

営業外費用  

支払利息 134,243

持分法による投資損失 11,421

為替差損 32,287

創立費償却 18,030

その他 27,341

営業外費用合計 223,324

経常利益 844,610

特別利益  

固定資産売却益 425

投資有価証券売却益 126

特別利益合計 551

特別損失  

固定資産処分損 20,292

投資有価証券売却損 98

投資有価証券評価損 122,715

貸倒引当金繰入額 757,582

たな卸資産評価損 58,412

その他 690

特別損失合計 959,789

税金等調整前四半期純損失（△） △114,627

法人税、住民税及び事業税 303,362

法人税等調整額 △398,244

法人税等合計 △94,881

少数株主利益 137,313

四半期純損失（△） △157,059
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 当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に

従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

  

 該当事項はありません。 

  

（３）【継続企業の前提に関する注記】 

（４）【株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記】 

 該当事項はありません。 
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「参考資料」  

前年同四半期に係る財務諸表等 

川口金属工業㈱ 

（要約）四半期連結損益計算書 

前第３四半期連結累計期間（平成19年4月1日～12月31日） 

  

科目 

前年同四半期 
（平成20年3月期 
第３四半期） 

金額（百万円） 

Ⅰ 売上高  22,161,002

Ⅱ 売上原価  18,091,536

売上総利益  4,069,466

Ⅲ 販売費及び一般管理費  2,960,682

営業利益  1,108,784

Ⅳ 営業外収益  221,656

Ⅴ 営業外費用  153,784

  経常利益  1,176,655

Ⅵ 特別利益  30,866

Ⅶ 特別損失  677,312

税金等調整前四半期純利益  530,209

税金費用  365,095

少数株主損益  149,907

四半期純利益  15,208
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